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戸田市地域自立支援協議会 (年に 6 回開催) 

 

○地域の関係者ネットワーク構築      ○障害者への支援に関する協議・調整  

○地域課題の共有と課題解決に向けた取組み検討  ○相談支援者の能力開発  

戸田市障害者施策推進協議会 (年に 2～4 回開催) 

 

○『戸田市障がい者総合計画』の策定・推進  

○その他、障害者施策の推進  ○障害を理由とする差別の解消  

〇精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る協議  

専門部会 (必要に応じて設置) 

○地域課題解決のため必要に応じて設置 

○構成員について、部会設置ごとに協議 

○問題解決のための調査・研修等を実施 

戸田市障害者虐待対応部会 (平成 24 年度～) 
 

戸田市障害者就労推進部会 (平成 26 年度～) 
 

戸田市医療的ケア児者支援部会 (平成 31 年度～) 

○各機関の取組みの情報共有  
○医療的ケア児・者と家族支援に係る施策の充実  

相談支援連絡会 (年に 6 回開催) 

 

○地域課題の整理   ○地域自立支援協議会での議事内容報告 

○計画相談支援の作成支援・検討 

個別支援会議 (関係機関により適宜開催) 

○状況把握、課題の整理  ○課題解決に向けた協議 

○情報の評価と共有 

と共有化を行う。 

・ 

 

 

・検討事項の報告 

・課題解決の提言 

・部会の設置権 

・協議結果の報告／周知 

・地域課題の吸い上げ 

各法人機関の 

長レベルの構成 

 

市内の相談支援専

門員による構成 

各支援機関の 

責任者レベル構成 

 

令和６年７月３１日（水） 

戸田市障害者施策推進協議会 
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１ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムとは 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ .これまでの協議テーマ、スケジュールについて 

 

 【令和３年及び４年度について】 

① 地域全体のアセスメント ※自立支援協議会（R3.4～８月）、施策推進協議会（R3.7 月）協議 

② 地域アセスメントの共有 ※自立支援協議会（R3.4～８月）、施策推進協議会（R3.7 月）協議                 

③ 地域ビジョン（地域のあるべき姿）と具体的な目標の設定 ※自立支援協議会（１０月）協議                 

④ 役割分担とロードマップの作成 ※自立支援協議会（R3.12月、R4.4 月～6月） 

         施策推進協議会（R4.2 月、R4.7 月） 

   

【令和５年度について】 

⑤ 各個別テーマごとに実施可能なものから協議・実施 ※随時実施R４.８～R６.３月 

⑥ 評価及び見直し ※自立支援協議会（R５.４～６月）、施策推進協議会（R5.7 月）協議 

⑦ 役割分担とロードマップの作成 ※自立支援協議会（R5.６～８月）協議 

⑧ ロードマップをアセスメントシートに変更し、新たに取組みシートを作成 

                 ※自立支援協議会（R5.10 月）協議 

 

  令和６年度について 

⑨ R５年度事業の評価及び見直し、R６年度事業の説明 

※自立支援協議会（R6.４～６月）、施策推進協議会（R6.7 月）協議 

   

精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、医療、

障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労など）、地域の助け合い、普及啓発（教育など）が包括

的に確保されたシステムのこと。 

令和６年７月３１日（水） 

戸田市障害者施策推進協議会 

参考資料2 
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議題 1 戸田市障がい者総合計画の進捗管理について 

 

1 「障がい者計画」と「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」の違いについて 

 「障がい者計画」 
「障がい福祉計画 

・障がい児福祉計画」 

計画の性格 中・長期的な視点からの「基本計画」  短期的な視点からの「実施計画」 

主な内容 

 保健、医療、福祉、雇用、教育、就

労、制度等の啓発、周知等に関する基

本的な方向性と具体的な施策を定め

た、障害者施策全般に関する基本計

画 

 障害福祉サービスや地域生活支援

事業等を実施・提供するための基本

的な考え方や数値目標、サービスの

見込量とそれを確保するための方策

を定める実施計画 

根拠法 

 「障害者基本法」第 11 条第 3 項 

市町村は、障害者基本計画及び都道府

県障害者計画を基本とするとともに、当

該市町村における障害者の状況等を踏

まえ、当該市町村における障害者のため

の施策に関する基本的な計画を策定し

なければならない。 

「障害者総合支援法」第 88 条第 1 項

市町村は、基本指針に即して、障害福祉

サービスの提供体制の確保その他この

法律に基づく業務の円滑な実施に関す

る計画を定めるものとする。 

 

※障がい児福祉計画・・・ 

「児童福祉法」第 33 条の 22 第 1 項 

計画期間 
 各自治体で独自に決定 

(戸田市の場合は「6 年間」) 
 「3 年間」 (全自治体同一期間) 

対象者 

 「両計画とも同一」 

 身体障害、知的障害、精神障害(発達障害を含む。)その他の心身の機能の障害※1 

(以下「障害」と総称する。)がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的

に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの。 

 ※1 難病、高次脳機能障害なども含む。 

 
 
 
 
 

令和 6 年 7 月 3 1 日 ( 水 ) 

戸田市障害者施策推進協議会 

資料 1－1 
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2. 戸田市「障がい者計画」と「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」の策定状況 

 

平成 29 年度までは、二つの計画を分冊して策定していたが、平成 30 年度からは、障が

い者に関する両計画を調和のとれた一体化した計画策定とするため、また、3 年間ごとの

「施策実施・中間評価・計画見直し」のサイクルを確立させるため、合冊した。 

 

[平成年度] 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30～ 

者計画 障がい者計画 H20～H24 障がい者計画 H25～H29 
障がい者総合計画 

（下記イメージ参照） 福祉計画 第 1 期 
第 2 期障がい福祉 

計画 

第 3 期障がい福祉 

計画 

第 4 期障がい福祉 

計画 

 

3. 令和５年度における障がい者総合計画策定について 

 

「戸田市障がい者計画（中間見直し）」「第 6 期戸田市障がい福祉計画」「第 2 期戸田市

障がい児福祉計画」部分の計画期間の終了。 

⇒ 令和 5 年度時点での市の障がい者福祉の現状を踏まえるとともに、障がい者をとりま 

く制度改革の方向や新たな法制度等の内容に沿い、新たに「戸田市障がい者計画(令和

6 年度～11 年度)」及び「第 7 期戸田市障がい福祉計画」「第 3 期戸田市障がい児福祉

計画」の策定を行った。 

 

 【イメージ】 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 

戸田市障がい者総合計画・計画期間 

 中間見直実施 ☛ 戸田市障がい者総合計画(中間見直し・反映) 

  

４. 令和３年度～令和５年度における実施状況について 

 

『戸田市障がい者総合計画』の実施状況の確認の方法については、単年度ごとには進捗管

理対象事業に選定した２７施策に限り確認を行い、その他の事業については３か年度毎に確

認を行うこととしている。 

令和 6 年度については、計画の最終年度により全施策の確認を行っており、実施状況につ

いては「資料 1-2 戸田市障がい者総合計画【中間見直し】における障がい者施策の進捗管

理について（全事業）」のとおりである。 
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戸田市障がい者総合計画【中間見直し】における障がい者施策の進捗管理

について（全事業） 
 

 

戸田市障がい者総合計画【中間見直し】は、「戸田市障がい者計画（中間見直し）」、   

「第６期戸田市障がい福祉計画」、「第２期戸田市障がい児福祉計画」の３計画から構成さ

れています。 

それぞれの計画期間は令和３年度から令和５年度までとなっており、３年間の進捗につ

いて次のとおりです。 

 

「戸田市障がい者計画（中間見直し）」について 

１ 計画の体系 

  当計画は、８つの施策の柱と３６の施策が設定されています。そして、３６の施策ご

とに具体的な事業を定めており、合計１６３事業を実施していくことで計画に定める基

本理念・基本方針・重点施策の達成を目指しています。 

 

【計画体系表】（１６３事業については「事業ごとの評価及び区分」を参照） 

施策の柱 施策 

１ 情報提供・相談支援・権利擁護 （１）情報提供体制の充実（２）相談支援体制の充実 

（３）障がいを理由とする差別の解消 

（４）障がいのある人への虐待対応 

（５）成年後見制度利用支援 

２ 障がい理解 （１）啓発・広報（２）見えにくい障がいへの理解 

（３）福祉教育・人権教育（４）地域福祉活動 

（５）ボランティア活動の推進 

３ 生活支援 （１）経済的支援（２）地域生活の支援 

（３）地域での日中活動・居住の場の充実 

（４）生活基盤の整備 

４ 保健・医療 （１）健康づくり（２）保健サービス 

（３）医療・リハビリテーション（４）公的医療助成制度 

５ 雇用・就労 （１）雇用拡大の促進（２）職場定着の支援 

（３）多様な働き方の支援（４）障がい者雇用者への支援 

６ 防災・生活環境 （１）防災対策も含めた生活安全対策 

（２）災害時における要配慮者支援 

（３）ユニバーサルデザインのまちづくり 

（４）移動手段・交通機関（５）防犯・交通安全 

令和 6 年 7 月 31 日(水) 
戸田市障害者施策推進協議会 

資料 1-2 
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７ 情報コミュニケーション・地域活動・ 

生涯学習等 

（１）コミュニケーション支援の充実 

（２）まちづくり・地域コミュニティ活動 

（３）生涯学習・文化活動 

（４）スポーツ・レクリエーション活動 

（５）選挙などの参加 

８ 療育・保育・教育 （１）療育・発達障がい児支援システム 

（２）重症心身障がい児への支援充実 

（３）特別支援教育 

（４）放課後支援・療育の場の充実 

 

２ 主な事業の評価  

  各事業の評価は次のとおりです。 

 

【全事業の評価】 

《令和 3 年～令和 5 年度の事業評価》 個数 

Ａ：各課において、当初の予定より拡大して事業を実施場した場合 ６ 

Ｂ：各課において、当初の予定どおり事業を実施した場合 １５６ 

Ｃ：各課において、当初の予定を下回って事業を実施した場合 ０ 

Ｄ：予定した事業について未着手の場合 ０ 

－：該当する事業の実施ができなかった場合 １ 

コロナ：実績値の測定ができず、代替手法による測定もできない場合 

（コロナにより測定不可） 

０ 

 

【施策の柱別の評価】 

施策の柱 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ － コロナ 

１ 情報提供・相談支援・権利擁護 

（P.6～） 
０ １５ ０ ０ ０ ０ 

２ 障がい理解 

（P.9～） 
０ ２５ ０ ０ ０ ０ 

３ 生活支援 

（P.12～） 
０ １８ ０ ０ ０ ０ 

４ 保健・医療 

（P.15～） 
１ １１ ０ ０ ０ ０ 
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５ 雇用・就労 

（P.17～） 
１ １２ ０ ０ ０ ０ 

６ 防災・生活環境 

（P.19～） 
１ ２３ ０ ０ １ ０ 

７ 情報コミュニケーション・地域活動・ 

生涯学習等 （P.23～） 
２ ２８ ０ ０ ０ ０ 

８ 療育・保育・教育 

（P.27～） 
１ ２４ ０ ０ ０ ０ 

 

３ 戸田市障がい者計画（令和６年度から令和１１年度まで）について  

  前計画の計画期間が令和５年度で終了することから、障害者施策をめぐる最近の動向

や今後の障害者施策の方向性を定めるため、令和５年度に当協議会で新たな計画につい

て協議を行いました。 

  新たな計画では、これまでの計画で行ってきた事業を引き継ぐ形となっており、合計

１６３事業を実施していくことで計画に定める基本理念・基本方針・重点施策の達成を

目指しています。 

  次の表は、令和５年度に行った事業を令和６年度にどのように実施していく予定かを

示した表になっています。 

 

【令和６年度予定事業区分】 

《令和６年度予定事業区分について》 個数 

拡充(規模や対象を拡充) ４ 

継続(引き続き実施) １５８ 

縮小(規模や対象を縮小) ０ 

終了(施策目標達成) １ 

廃止(施策実施の廃止) ０ 
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「第６期戸田市障がい福祉計画」について 

１ 計画のポイント 

（１）障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

（２）障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等 

（３）入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応し 

たサービス提供体制の整備 

（４）地域共生社会の実現に向けた取組 

（５）障がい福祉人材の確保 

（６）障がい者の社会参加を支える取組 

 

２ 成果目標及びその実績 

  地域生活への移行や就労支援といった課題に対応するため、必要な障害福祉サービス

等の提供体制の確保に関して、令和５年度を目標年度とする成果目標を設定しています。 

  なお、「第７期戸田市障がい福祉計画」の策定にあたり、活動指標については、戸田市

障害者施策推進協議会で協議いただいていますので、ここでは成果目標の実績を示して

います。  

 

成果目標 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 令和５年度末までの地域生活への移行者数 

目標値：３人    実績値：１人 

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシス  

  テムの構築 

令和５年度末において構築に向け協議継続 

 

３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 令和５年度末の戸田市における地域生活支援拠点の体制整

備状況については、面的整備を実施した。 

４ 福祉施設から一般就労への移行等 ・令和５年度の一般就労への移行者数 

 目標値：２０人  実績値：１６人 

・就労移行支援事業から一般就労への移行者数 

 目標値：１６人  実績値：１３人 

・就労継続支援事業（Ａ型）から一般就労への移行者数 

 目標値：１人   実績値：１人 

・就労継続支援事業（Ｂ型）から一般就労への移行者数 

 目標値：３人   実績値：２人 

・一般就労移行者のうち就労定着支援事業の利用者数 

 目標値：１４人  実績値：９人 

・就労定着支援事業所のうち就労定着率が８割以上の事務

所の割合 

 目標値：７割以上 実績値：４割 
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５相談支援体制の充実・強化等 総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制

の強化を実施する体制の確保のため、基幹相談支援センタ

ーを設置した。 

６障害福祉サービス等の質を向上させるための

取組に係る体制の構築 

障害福祉サービスの利用状況を把握し、検証を行うととも

に県が実施する研修等へ積極的に参加した。 

 

  

「第２期戸田市障がい児福祉計画」について 

１ 計画のポイント 

  障がい児の健やかな育成のための発達支援 

 

２ 成果目標及びその実績 

  障がい児支援の提供体制の確保に関して、令和５年度を目標年度とする成果目標を設

定しています。 

  なお、「第７期戸田市障がい福祉計画」の策定にあたり、活動指標については、戸田市

障害者施策推進協議会で協議いただいていますので、ここでは成果目標の実績を示して

います。  

 

成果目標 

１ 重層的な地域支援体制の構築を目指すため

の児童発達支援センターの設置及び保育所

等訪問支援の充実 

児童発達支援センターを設置した。また、保育所等訪問支

援については、利用希望者がサービスを受けられるよう体

制を整備した。 

２ 主に重症心身障がい児を支援する児童発達

支援事業所及び放課後等デイサービス事業

所の確保 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び 

放課後等デイサービス事業所の設置 

目標：それぞれ１か所以上設置 

実績：それぞれ１か所設置 

３ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議 

の場の設置及びコーディネーターの配置 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場として、戸

田市地域自立支援協議会の中でを部会立ち上げ、協議の場

を設けている。また、コーディネーターについても配置し

ている。 
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【事業ごとの評価及び区分】 
 

情報提供・相談支援・権利擁護 

 

（１）情報提供体制の充実 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

情報提供体制の充実 

 多様なメディアを活用して、

障がい者への幅広い情報の提

供を行います。 

①制度改正の周知促進  Ｂ 継続 障害福祉課 

②障害福祉サービス等の利用促進  Ｂ 継続 障害福祉課 

③「障害者福祉のしおり」、「広報戸

田市」、市のホームページ等、多

様なメディアの活用  

Ｂ 継続 障害福祉課 

 

 

（２）相談支援体制の充実 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

相談支援体制の充実 

障がい者が適切なサービス

を利用できるよう、ケアマネジ

メント体制の確立を図り、総合

的で継続性のある相談体制づ

くりを推進するとともに、相談

担当者の資質の向上、連携の強

化を図ります。 

①基幹相談支援センターの設置の

検討 
Ｂ 終了 障害福祉課 

②相談支援事業所の増設の検討 Ｂ 継続 障害福祉課 

③ケアマネジメント体制の確立 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

④ピアカウンセリングの活用 

Ｂ 継続 
障害福祉課 

健康長寿課 
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（３）障がいを理由とする差別の解消 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

障害者差別解消法の啓発・適切

な運用 

 障害者差別解消法の更なる

普及啓発と適切な運用を実施

していきます。 

①戸田市における障害を理由とす

る差別の解消に関する対応要領

に基づいた適切な運用 

Ｂ 継続 
障害福祉課 

人事課 

②市民向け・事業者向け研修の実施 
Ｂ 継続 障害福祉課 

サービス利用者の権利擁護の

充実 

 サービス利用者の権利を守

るため、苦情の受け付け、処理

体制づくりを進め、問題解決に

努めます。併せて、適切な区分

認定及び支給決定を実施して

いきます。 

③権利擁護の推進、適正な区分認定

の実施、障害福祉サービス支給決

定等の実施体制の充実 

Ｂ 継続 障害福祉課 

④苦情の受付窓口・処理体制の整備 

Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

障害福祉課関係機関※ 

 
※ ｢障害福祉課関係機関｣とは社会福祉法人等の機関を指します（以下も同様）。 

 

（４）障がいのある人への虐待対応 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

障がいのある人への虐待対応 

 市障害者虐待防止センター

を中心として、虐待の早期発

見・早期対応を図ります。 

①市障害者虐待防止センター機能

の充実 
Ｂ 継続 障害福祉課 
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（５）成年後見制度利用支援 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

成年後見制度利用支援 

 成年後見制度の周知・普及と

利用の促進を図ります。 

①成年後見制度の周知・普及と利用

の促進 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

②県障害者権利擁護センター(県社

会福祉協議会)との連携 
Ｂ 拡充 

障害福祉課 

健康長寿課 

③福祉サービス利用援助事業（あんし

んサポートねっと）の利用の促進 Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

障害福祉課関係機関 
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障がい理解 

（１）啓発・広報 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

啓発・広報の推進 

 障がい者や市民を対象に、障

害者週間や障がい者総合計画

等を通じて障がいに関する啓

発・広報に努めます。 

①障害者週間（１２月３日～９日）

の周知・啓発活動の促進 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

障害福祉課関係機関 

②戸田市障がい者総合計画等の周知 Ｂ 継続 障害福祉課 

③市職員出前講座の充実と活用促

進 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

生涯学習課 

 
 
 

（２）見えにくい障がいへの理解 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

内 部 障 が い ・ 聴 覚 障 が い 

へ の 理 解 

 外見からは障がいがあることが見

えにくい・分かりにくいといわれてい

る、内部障がいや聴覚障がいについ

て、理解を進めていきます。 

①内部障がいに対する理解

促進 
Ｂ 継続 障害福祉課 

②聴覚障がいに対する理解

促進 
Ｂ 継続 障害福祉課 

③ヘルプマーク及びハー

ト・プラスマークの普

及・啓発 

Ｂ 継続 障害福祉課 

発達障がい・高次脳機能障がい 

等の理解 

 学習（ＬＤ）、注意欠陥／多動性（Ａ

ＤＨＤ）、自閉症スペクトラム（ＡＳ

Ｄ）等の発達障がい、精神障害者保健

福祉手帳の対象である高次脳機能障

がい等の障がいについて、理解の促進

に努めます。 

④発達障がいに対する理解

促進 
Ｂ 継続 障害福祉課 

⑤高次脳機能障がいに対す

る理解促進 

Ｂ 継続 障害福祉課 

交流の促進 

 地域のまつりなど、行事・イベント等

への障がい者等の参画を通じて、障がい

の有無に関わらず地域住民が交流でき

る機会を提供します。 

⑥市のイベントや地域行事

への障がい者の参画の促

進 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

協働推進課 

障害福祉課関係機関 

福祉総務課 

⑦福祉施設と地域住民との

交流促進 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

障害福祉課関係機関 
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（３）福祉教育・人権教育 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

学校等での福祉教育の充実 

 福祉・人権教育の内容の充実を図

るとともに、総合的な学習の時間や

各種の学科等を活用して、障がいの

ある児童と障がいのない児童との

交流や福祉体験学習を推進します。 

①福祉・人権教育の推進 Ｂ 継続 教育政策室 

②各教科や総合的な学習の時

間での交流・障がい理解教

育、福祉体験学習の推進 Ｂ 継続 
教育政策室 

障害福祉課 

社会での福祉・人権教育の充実 

 障がいや障がい者に対する市民

の理解を深めるため、福祉や人権に

関する講座や体験的福祉学習の充

実を図ります。 

③各種イベント時における疑

似体験など体験的福祉学習

の実施 

Ｂ 継続 関係各課 

④ボランティア講座の充実 Ｂ 継続 障害福祉課関係機関 

⑤人権意識の高揚 

Ｂ 継続 

行政管理課 

生涯学習課 

経済戦略室 

 

 

（４）地域福祉活動 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

市民参加型有償サービスの推進 

 ＮＰＯの育成・活動支援を行うとと

もに、地域通貨等の活用も含めた市民

参加型有償サービスグループの設置

の検討をします。 

①ＮＰＯの育成・活動支援 
Ｂ 継続 

協働推進課 

障害福祉課関係機関 

②市民参加型有償サービスグル

ープの活用の検討 Ｂ 継続 

福祉総務課 

協働推進課 

障害福祉課関係機関 

福祉コミュニティづくり 

 美化活動やレクリエーション・スポ

ーツ活動など、地域コミュニティ活動

への障がい者の参画や福祉コミュニ

ティづくりを促進します。 

③地域コミュニティ活動への参

画促進・交流事業の充実支援 
Ｂ 継続 

協働推進課 

福祉総務課 

④地域福祉計画、社協運営強化

計画を車の両輪とした地域福

祉活動の推進 

Ｂ 継続 
福祉総務課 

障害福祉課関係機関 
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（５）ボランティア活動の推進 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

ボランティア活動の充実 

 ボランティア研修会の充実などを

通じ、ボランティアの資質向上や相互

交流の促進をするとともに、ボランテ

ィア団体への支援の充実を図ります。 

①ボランティア研修会の充実による

資質向上の支援 
Ｂ 継続 障害福祉課関係機関 

②ボランティア団体への支援の充実 

Ｂ 継続 
協働推進課 

障害福祉課関係機関 

ボランティア活動の調整・連絡体制の充実 

戸田市ボランティア・市民活動支援

センターの充実を図るとともに、専任

のボランティアコーディネーターを配

置するなど、ボランティア活動の調整・

連絡体制の充実を図ります。 

③戸田市ボランティア・市民活動支

援センターの充実 
Ｂ 継続 

障害福祉課関係機関 

協働推進課 

④専任のボランティアコーディネー

ターの配置と相談体制の充実 
Ｂ 継続 

障害福祉課関係機関 

協働推進課 

新規ボランティアの育成 

 ボランティア養成講座などを通じ

て、新規ボランティアの育成に取り組

みます。 

⑤ボランティア養成事業・体験講座

の充実 
Ｂ 継続 障害福祉課関係機関 

⑥小中学生を対象としたボランティ

ア体験の開催 
Ｂ 継続 障害福祉課関係機関 
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生活支援 

（１）経済的支援 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

各種手当の支給 

 障がい者等の経済的な負担を

軽減するために、各種手当を支給

します。 

①特別児童扶養手当・特別障害

者手当・障害児福祉手当の周

知  
Ｂ 継続 

子ども家庭支援室 

障害福祉課 

支給事業等の適正化 

 支給事業等の適正化を図るこ

とで、より有効な資金活用を図り

ます。 

②重度障害者等福祉金の支給  Ｂ 継続 障害福祉課 

③扶養共済制度掛金の助成  

Ｂ 継続 障害福祉課 

 
 
 

（２）地域生活の支援 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

訪問系サービスの充実 

障がい者等が自宅等で安心して

生活できるように、訪問系サービス

の充実を図ります。 

①ホームヘルパーによる日常生

活支援 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

②訪問看護サービス・訪問リハ

ビリの充実 
Ｂ 継続 市民医療センター 診療室 

地域生活を支援するサービスの

充実 

 障がい者等が地域で安心して

生活できるように、補装具や日常

生活用具の給付・貸与等の地域生

活を支援するサービスを提供し

ます。 

③地域生活支援事業等の実施 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

④補装具・日常生活用具の給付

及び貸与事業の充実 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

⑤地域活動支援センター事業の実

施  Ｂ 継続 障害福祉課 
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（３）地域での日中活動・居住の場の充実 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

日中活動系サービスの充実 

 障がい者等が在宅生活を継続

するために、日中必要な介護等を

受けながら充実した活動ができ

るように、日中活動系サービスの

充実を図ります。また、障がい者

等の家族の介護負担の軽減を図

ります。 

①生活介護等の日中活動を行う

施設の整備 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

②レスパイトサービス（日中一

時支援事業・短期入所(ショー

トステイ)）の利用者への支援 

Ｂ 継続 
障害福祉課 

健康長寿課 

居住系サービスの充実 

 生活上の支援が必要な障がい

者が住み慣れた地域で生活でき

るように、グループホームの整備

支援を行います。 

③グループホームの整備支援 

Ｂ 継続 
障害福祉課 

健康長寿課 

バリアフリー住宅の普及 

 関係機関と連携しながら、国・

県のパンフレット等も活用して

バリアフリー住宅の啓発を図る

とともに、融資制度等によりバリ

アフリー住宅の普及に努めます。 

④新築・改造費の融資制度の活

用 
Ｂ 継続 

健康長寿課 

障害福祉課関係機関 

⑤バリアフリー住宅・設備につ

いての知識・制度の周知 Ｂ 継続 

建築住宅課 

健康長寿課 

障害福祉課 

⑥身体障害者居宅改善整備費助

成 
Ｂ 継続 障害福祉課 
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（４）生活基盤の整備 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

地域生活支援拠点等の整備 

 障がいの重度化・障がい者の高齢化

や「親亡き後」を見据え、地域生活支

援拠点として、居住支援機能と地域支

援機能の一体的な整備を推進します。 

①地域生活支援拠点等の整備 

Ｂ 継続 障害福祉課 

精神障がいにも対応した地域包括ケ

アシステムの構築に向けた検討 

 精神障がい者が、地域の一員として

安心して自分らしい暮らしをするこ

とができるよう、精神障がい（発達障

がい及び高次脳機能障がいを含む。）

にも対応した地域包括ケアシステム

の構築を目指します。 

②精神障がいにも対応した地域包括

ケアシステムの構築に向けた検討 

Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

福祉保健センター 

高齢障がい者等のサービス利用支援 

 障がい者が介護保険被保険者とな

った際、使い慣れた事業者の継続利用

や、新たに発生する自己負担の軽減な

ど、高齢になってもサービスが利用し

やすい制度の確立を目指します。 

③共生型サービスの活用 

 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 

④高齢障がい者等の利用者負担軽減

措置の実施 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

健康長寿課 
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保健・医療 

（１）健康づくり 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

健康づくりの推進 

健康づくりを推進するため

に、心と体の健康に関する情報

提供を充実するとともに、さま

ざまな疾病等の原因となる生活

習慣病の予防を推進します。 

①健康づくり情報・プログラムの

提供 
Ｂ 拡充 

障害福祉課関係機関 

福祉保健センター 

②介護予防事業の推進 

Ａ 拡充 健康長寿課 

 
 
 

（２）保健サービス 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

ライフステージに応じた心の健

康づくり 

精神保健の推進を図るため

に、精神障がいに対する誤解や

社会的偏見の除去を図り、関係

機関と連携しながら、精神保健

相談の充実や社会復帰の支援な

どを推進します。 

① 精神障がいに対する正しい理

解の普及 
Ｂ 継続 

福祉保健センター 

障害福祉課 

② 精神保健相談の充実 
Ｂ 継続 

福祉保健センター 

障害福祉課 

③ 精神障がい者の支援講座等の

実施  Ｂ 継続 
福祉保健センター 

障害福祉課 

疾病の予防と早期発見 

疾病の予防と早期発見のため

に、健康診査や健康相談等の充

実を図ります。 

④ 健康診査や健康相談等の充実 

Ｂ 継続 

 

福祉保健センター 
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（３）医療・リハビリテーション 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

医療体制の整備 

症状や状況に応じた適切な医

療が提供できるよう、医療機関

相互の連携を強化するととも

に、障がい者の医療相談体制の

充実などを図ります。 

① 救急医療体制の確保 

Ｂ 継続 市民医療センター 総務課 

② 医療相談窓口としての機能向

上 
Ｂ 継続 市民医療センター 診療室 

リハビリテーションの充実 

リハビリテーションの充実を

図ることで、脳卒中後遺症や整

形外科的疾患などによる身体的

機能障がいや言語障がいの改

善・軽減を図ります。 

③ リハビリテーションの充実  

Ｂ 継続 市民医療センター 診療室 

 
 
 
 

（４）公的医療助成制度 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

公費負担医療制度等の充実 

 障がいの除去、軽減等を図る

ために、公費負担医療制度等の

周知・活用を促進します。 

①自立支援医療費の助成  Ｂ 継続 障害福祉課 

②重度心身障害者医療費の助成  Ｂ 継続 障害福祉課 

③難病患者支援（指定難病医療給

付制度等）の周知  
Ｂ 継続 障害福祉課 
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雇用・就労 

（１）雇用拡大の促進 

施 策 主な事業  区分 担当課 

就労促進体制の整備 

 公共職業安定所（ハローワー

ク）、埼玉障害者職業センター

など関係機関と連携を強化し

雇用促進に努めます。 

①国・県や関係機関との連携強化 Ｂ 継続 障害福祉課 

②障害者県南地域就職面接会、戸田

市ふるさとハローワーク等での

障がい者の求職情報提供体制の

充実 

Ｂ 継続 
経済戦略室 

障害福祉課 

③市役所での雇用促進 
Ａ 拡充 

人事課 

関係各課 

④ 市の関係団体等による就労機会

の創出 
Ｂ 継続 関係各課 

⑤障がい者就労施設などからの物

品等の調達の推進 
Ｂ 継続 障害福祉課 

 

 

（２）職場定着の支援 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

職業能力開発の充実 

 一般就労や職場への定着を

支援するために、就労に必要な

指導・助言等の支援を行う就労

定着支援の利用を促進します。 

①就労定着支援の推進 Ｂ 継続 障害福祉課 

②一般就労に向けた訓練体制の充

実 
Ｂ 継続 障害福祉課 

③職場適応訓練の周知・活用 

Ｂ 継続 
経済戦略室 

障害福祉課 

 

（３）多様な働き方の支援 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

多様な職場の創出 

 障がい者が安定して就労で

きるように、関係機関と連携し

て就労継続支援体制の充実を

図ります。  

①障害者就労支援センター、障害者

就業・生活支援センターとの連携

強化 

Ｂ 継続 障害福祉課 

②障がい者の起業支援 

Ｂ 継続 
障害福祉課 

経済戦略室 
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（４）障がい者雇用者への支援 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

企業への働きかけの推進 

 障がい者の雇用を促進する

ために、市内の事業者に対し障

がい者雇用に関する情報提供

を行います。平成３０年４月か

ら障がい者雇用率が引き上げ

られたことも踏まえ、引き続き

障がい者雇用の拡充を働きか

けていきます。 

①事業主への情報提供・啓発活動の

充実 
Ｂ 継続 

経済戦略室 

障害福祉課 

②障がい者雇用事業主への支援 

Ｂ 継続 
障害福祉課 

経済戦略室 

障害者就労プロセスマップの

活用 

 戸田市障害者就労支援部会

にて策定した、戸田市障害者就

労プロセスマップを活用した

支援を推進していきます。 

③障害者就労プロセスマップの活

用推進 

Ｂ 継続 
障害福祉課 

経済戦略室 
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防災・生活環境 

（１）防災対策も含めた生活安全対策 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

防災に関する情報提供と周知

促進 

 日頃から、障がい者が防災を

意識して生活を送ることがで

きるように、防災に関する基本

的な情報等を提供することを

通じて、防災に関する意識の向

上を図ります。 

①防災に関する知識の普及 
Ｂ 継続 

危機管理防災課 

障害福祉課 

②障がい者を対象とした普通救命

講習会の充実 

― 

(依頼なし) 
継続 消防署 

⑤ 防災訓練への障がい者の参加 

Ｂ 継続 
危機管理防災課 

障害福祉課 

家庭における防災対策の普及

促進 

 家具の転倒防止器具など、防

災用品の給付を行うことによ

り、家庭における防災対策の普

及を図ります。 

④防災用日常生活用具の給付・普及 

Ｂ 継続 
障害福祉課 

健康長寿課 
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（２）災害時における要配慮者支援 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

災害時における情報提供の充

実 

 障がい者に対して、災害時に

必要な情報を迅速に提供でき

るように、さまざまな媒体を活

用した情報提供体制の充実を

図ります。 

①緊急通報体制の周知・充実 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

警防課 

②防災情報提供体制の充実 
Ｂ 継続 

危機管理防災課 

障害福祉課 

③わかりやすい非常口表示の促進 

Ｂ 継続 
関係各課 

関係施設 

福祉避難所等の充実 

 障がい者が災害時に安心し

て避難できるよう、多様な障が

い者の特性に配慮した避難所

や介護スペースの確保を図り

ます。 

④福祉避難所等の周知 

Ｂ 継続 

危機管理防災課 

福祉保健センター 

障害福祉課 

健康長寿課 

⑤福祉避難所等における多様な障

がい者への配慮 

Ｂ 継続 

障害福祉課 

福祉保健センター 

健康長寿課 

危機管理防災課 

福祉総務課 

⑥福祉避難所等における体制整備

の充実 

Ｂ 継続 

福祉保健センター 

障害福祉課 

健康長寿課 

危機管理防災課 

福祉総務課 

災害時要配慮者施策の充実 

 避難行動要支援者の速やかな

避難等が行えるように、支援の充

実を図ります。 

⑦避難行動要支援者避難支援体制

の確立 

Ｂ 継続 

危機管理防災課 

福祉総務課 

健康長寿課 

障害福祉課 

福祉保健センター 

関係施設 
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（３）ユニバーサルデザインのまちづくり 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

公共・公益施設等の整備 

 バリアフリー新法や埼玉県

福祉のまちづくり条例の普

及・啓発に努めるとともに、公

共・公益施設等のユニバーサル

デザイン化を進めます。 

①バリアフリー新法、埼玉県福祉の

まちづくり条例の普及・啓発 Ｂ 継続 

都市計画課 

建築住宅課 

福祉総務課 

②ユニバーサルデザイン化の普

及・推進 

Ｂ 継続 

資産マネジメン 

ト推進室 

道路管理課 

障害福祉課 

関係各課 

関係施設 

③既存の協議会等を活用した意見

聴取の場の確立 

Ｂ 継続 

資産マネジメン 

ト推進室 

障害福祉課 

関係各課 

関係施設 

 
 

（４）移動手段・交通機関 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

移動手段の確保・交通機関の整

備促進 

 障がい者の社会参加を促進

するために、外出や移動の支援

を行うとともに、公共交通バス

車両の低床化などを促進しま

す。 

①地域生活支援事業（移動支援等）

の充実 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

障害福祉課関係機関 

②バス車両の低床化の促進 

Ｂ 継続 都市交通課 

身体障害者補助犬の受け入れ

促進 

 身体障害者補助犬（盲導犬・

介助犬・聴導犬）を利用する人

の行動範囲がより広くなるよ

う、補助犬の周知や受け入れの

促進を図ります。 

③身体障害者補助犬（盲導犬・介助

犬・聴導犬）に対する理解・受け

入れ促進 

Ｂ 継続 障害福祉課 
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（５）防犯・交通安全 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

防犯体制の充実 

 障がい者の緊急時の連絡先

の周知や防犯意識の高揚を図

るとともに、防犯灯、街路灯の

充実に努めます。 

①犯罪情報のメール配信サービス

の普及 
Ｂ 継続 

くらし安心課 

デジタル戦略室 

②ファックス１１０番の充実、メー

ル１１０番の普及・活用促進 
Ｂ 継続 障害福祉課 

③防犯灯及び街路灯の充実 
Ｂ 継続 

くらし安心課 

道路管理課 

交通安全の確保 

 障がい者がより安全に道路

通行ができるよう、交通安全施

設の整備を推進するとともに、

ドライバーの安全運転や自転

車の安全走行、路上放置物等の

撤去指導など、市民や事業者の

協力を促進します。 

④違法駐車の解消と放置自転車の

撤去 
Ｂ 継続 都市交通課 

⑤交通安全対策の推進と交通弱者

保護の啓発 
Ｂ 継続 都市交通課 

⑥視覚障がい者誘導ブロックの設

置促進 
Ａ 継続 道路管理課 

⑦ドライバーへの安全運転、自転車

の安全走行の啓発 
Ｂ 継続 都市交通課 

⑧わかりやすい標識、ミラー等の設

置 
Ｂ 継続 道路管理課 
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情報コミュニケーション・地域活動・生涯学習等 

（１）コミュニケーション支援の充実 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

コミュニケーション手段の充実 

 視覚・聴覚障がい者の円滑なコ

ミュニケーションを確保するた

め、手話通訳や点訳、要約筆記者

の養成や手話通訳者派遣事業の

充実などを通じ、コミュニケーシ

ョン手段の充実を図ります。 

 また、令和３年４月１日施行の

「戸田市手話言語条例」及び施策

の推進方針に基づき、手話の普

及、啓発に向けた各種施策を展開

していきます。 

①市職員手話研修の充実 Ｂ 継続 人事課 

②手話通訳者養成講習会の充実 Ｂ 継続 障害福祉課関係機関 

③点訳・朗読・手話・要約筆記

ボランティア団体の育成・ボ

ランティアの養成 

Ｂ 継続 
障害福祉課関係機関 

生涯学習課 

④手話通訳者派遣事業・要約筆

記者派遣事業の充実 

Ｂ 継続 障害福祉課 

コミュニケーション環境の整備 

 コミュニケーション環境の整

備を図るため、「広報戸田市」「と

だ議会だより」のＣＤ録音、点字

図書や広報動画などの字幕つき

ビデオの充実、ファックスの活用

などを図るとともに、医療機関・

銀行など民間公益施設に対して、

コミュニケーション環境の整備

を働きかけます。 

⑤「広報戸田市」「とだ議会だよ

り」のＣＤ録音・配付 Ｂ 継続 

市長公室 

議会事務局 

生涯学習課 

⑥広報動画などの字幕つきビデ

オの充実 
Ｂ 継続 市長公室 

⑦コミュニケーション機器の給

付・貸与 
Ｂ 継続 障害福祉課 

⑧民間公益施設におけるコミュ

ニケーション環境の充実促進 Ｂ 継続 障害福祉課 

IT の活用促進 

 障がい者が多様な形態でコミ

ュニケーションできる環境づく

りの一環として、障がい者パソコ

ン講習会を開催するとともに、ホ

ームページの活用など、市政や市

民活動など情報提供体制の多様

化を進めます。また、それらをよ

り使いやすい形で提供します。 

⑨市ホームページのユニバーサ

ルデザイン化 
Ｂ 継続 デジタル戦略室 

⑩障がい者パソコン講習会の開

催 
Ｂ 継続 障害福祉課関係機関 

⑪パソコン用音声翻訳ソフトな

どの給付の促進 

Ｂ 継続 障害福祉課 
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（２）まちづくり・地域コミュニティ活動 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

政策・方針決定の場への参画促進 

 多様な媒体を活用した障がい者

向けの情報提供を図るため、視覚障

がい者向けの音声コード（ＳＰコー

ド）を添付するなど、市政などの情

報提供を充実するとともに、パブリ

ック・コメントにより広く意見を募

る機会を設けます。また、審議会、

委員会等へ積極的に障がい者を起

用するよう努めます。 

①市の主要な計画への音声コー

ド（ＳＰコード）の添付 
Ｂ 継続 関係各課 

②パブリック・コメントの実施 
Ｂ 継続 

行政管理課 

関係各課 

③審議会・委員会等への障がい

者の起用促進 

Ｂ 継続 関係各課 

地域コミュニティ活動への参画促

進 

 地域コミュニティ活動への参加

促進を図るため、各種地域活動やボ

ランティア活動、地域行事などへの

障がい者の積極的な参加を促進し

ます。 

④町会・自治会、子ども会活動、

ボランティア活動などへの

参画促進 

Ｂ 継続 

協働推進課 

児童青少年課 

障害福祉課 

障害福祉課関係機関 

障がい者団体等の活動支援 

 活動に必要な施設・備品等の使用・

貸出、会員獲得の支援など、障がい者

団体等の活動を支援します。 

 

 

 

⑤障がい者団体等の育成・活動

支援 Ｂ 継続 

障害福祉課関係機関 

福祉総務課 

障害福祉課 

⑥心身障害者福祉センター機

能の充実 
Ｂ 継続 障害福祉課関係機関 

⑦戸田市ボランティア・市民活

動支援センターの周知・活用

促進 

Ｂ 継続 

障害福祉課関係機関 

協働推進課 

障害福祉課 
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（３）生涯学習・文化活動 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

生涯学習への参加促進・学習

環境の整備 

 生涯学習に関する情報提

供や学習環境の整備を通じ

て、障がい者等の生涯学習

への参加を促進するととも

に、多様な講座・教室の開

催や学習資料の充実等を図

ります。 

①生涯学習情報提供の充実 Ａ 継続 生涯学習課 

②自主的な学習活動の支援、講

座・教室の多様化 
Ａ 継続 

生涯学習課 

障害福祉課関係機関 

福祉総務課 

障害福祉課 

③手話通訳の配置、点訳・録音CD

等の学習・情報資料の提供、学

習支援体制の確立 

Ｂ 継続 
障害福祉課関係機関 

生涯学習課 

④対面朗読サービスの充実 Ｂ 継続 生涯学習課 

文化・芸術活動の支援 

 障がい者等が文化・芸術

活動に積極的に参加できる

ように、情報提供や発表の

場の確保を行います。 

⑤文化・芸術活動に関わる情報

提供の充実 
Ｂ 継続 

文化スポーツ課 

障害福祉課関係機関 

⑥障がい者アートギャラリー

の活用促進、障がい者作品展

の開催 

Ｂ 継続 障害福祉課関係機関 

 

（４）スポーツ・レクリエーション活動 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

スポーツ活動の推進 

 障がい者がさまざまなスポ

ーツを楽しむことができるよ

う、支援を行うとともに、東京

パラリンピック大会を契機に

障がい者スポーツの理解、促進

を図ります。 

①市スポーツ事業への障

がい者の参加促進 
Ｂ 継続 文化スポーツ課 

②東京パラリンピック大

会を契機にした障がい

者スポーツの理解促進 Ｂ 継続 
文化スポーツ課 

障害福祉課 

レクリエーション活動の推進 

 県障害者交流センターやレ

クリエーション協会と連携す

ることで、障がい者のレクリエ

ーション活動を支援します。 

③障がい児・者レクリエー

ション事業の充実 

Ｂ 継続 
文化スポーツ課 

障害福祉課関係機関 
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（５）選挙などへの参加 

施策 主な事業 評価 区分 担当課 

参加しやすい環境の整備 

 障がい者が選挙の投票等

に参加しやすい環境を整備

するために、施設・設備の改

善や点字等多様な媒体によ

る情報のユニバーサルデザ

イン化を進めます。 

①投票所等のユニバーサル

デザイン化の推進 
Ｂ 継続 

行政委員会事務局 

②多様な媒体による情報提

供の推進 
Ｂ 拡充 

行政委員会事務局 

③郵便による不在者投票制

度の周知 Ｂ 継続 

障害福祉課 

行政委員会事務局 
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療育・保育・教育 

（１）療育・発達障がい児支援システム 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

発達支援事業の推進 

 発達の遅れや障がいがあること

が疑われる子どもについて、育児

に不安を持つ保護者等の相談・指

導などの発達支援事業を推進しま

す。 

①乳幼児健診の充実  Ｂ 継続 福祉保健センター 

②発達相談の充実 

 
Ｂ 継続 

福祉保健センター 

保育幼稚園課 

③子育て支援の充実  
Ｂ 継続 

福祉保健センター 

こども家庭支援室 

④児童発達支援センターの

支援 
Ｂ 継続 障害福祉課 

⑤障がい児の児童発達支援

サービスの充実 
Ｂ 継続 障害福祉課 

早期発見体制の強化、療育支援の

推進 

 さまざまな特徴のある発達障が

いを含め、気になる段階から早期

発見、早期支援ができるよう、関

係課等の連携体制を強化します。 

⑥早期発見・早期支援体制の

強化 
Ｂ 継続 

福祉保健センター 

保育幼稚園課 

こども家庭支援室 

教育政策室 

⑦早期からの就学相談の実施 Ｂ 継続 教育政策室 

⑧就学支援委員会の充実 Ｂ 継続 教育政策室 

保護者支援の推進 

障がい児の保護者への支援を行

っていきます。 

⑨障がい児を養育する保護

者の不安の軽減 
Ｂ 継続 

こども家庭支援室 

保育幼稚園課 

教育政策室 

福祉保健センター 

⑩地域での子育て交流への

保護者の参加促進 
Ｂ 継続 

こども家庭支援室 

保育幼稚園課 

特別支援保育の充実  

 障がいのある子どもも、できる限

り障がいのない子どもたちと同じ

集団で保育することで、子どもたち

の成長と発達を促進します。 

⑪児童発達支援センターな

どの療育機関等との連携

の強化 

Ｂ 継続 保育幼稚園課 

⑫特別支援保育実施園の受

け入れ体制の支援の強化 
Ｂ 継続 保育幼稚園課 

⑬個々の障がいに応じた保

育体制の充実 
Ａ 継続 保育幼稚園課 
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（２）重症心身障がい児への支援充実 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

重症心身障がい児への支援充

実  

 医療技術の進歩等を背景と

して医療的ケア児が増加して

いるなか、重症心身障がい児及

びその家族が地域で安心・安全

に生活できるようにするため、

地域における通所施設の整備

を推進します。 

①医療的ケアが必要な児童も

含めた重症心身障がい児の

通所施設の整備 

Ｂ 継続 障害福祉課 
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（３）特別支援教育 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

特別支援教育の充実 

 特別支援教育を充実するこ

とで、障がいのある児童・生

徒の可能性を最大限に伸ば

し、自己表現する基礎を確立

します。 

①特別支援学校との連携強化 Ｂ 継続 障害福祉課 

②サポート手帳等を利用した保育園・幼稚

園・小中学校間の円滑な移行の確保 
Ｂ 継続 

教育政策室 

保育幼稚園課 

福祉保健センター 

障害福祉課 

③教職員の特別支援教育についての研修

の充実 
Ｂ 継続 教育政策室 

④学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥／多動性

障がい（ＡＤＨＤ）、自閉症スペクトラ

ム障がい（ＡＳＤ）等の発達障がい等の

障がいのある児童・生徒に対する校内支

援体制の充実 

Ｂ 継続 教育政策室 

⑤学校の施設・設備の充実（スロープ・点字ブ

ロック・障がい者用トイレ・階段手すり等） 
Ｂ 継続 教育総務課 

教育相談の充実 

障がいのある児童・生徒が

適切な教育を受けられるよ

う、本人と保護者のニーズに

十分配慮しながら、相談・指

導体制の充実を図ります。 

⑥教育相談の充実 

Ｂ 継続 教育政策室 

連携及び交流学習・共同学習

の強化 

 地域社会における共生を図

るための第一歩として、障がい

の有無に関わらず、子どもたち

が一緒に学んだり遊んだりで

きるように、家庭、通常学級、

特別支援学級などとの連携や

交流学習、共同学習の強化を

図ります。 

⑦交流及び共同学習の推進 
Ｂ 継続 

教育政策室 

児童青少年課 

⑧障がい児保護者の相互交流の促進 

Ｂ 継続 障害福祉課関係機関 

 ⑨特別支援学校など関係機関との連携の

強化 
Ｂ 継続 教育政策室 
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（４）放課後支援・療育の場の充実 

施 策 主な事業 評価 区分 担当課 

放課後支援・療育の場の充実 

 放課後や夏休み等における

子どもの発達に必要な訓練や

指導など療育的な事業として、

放課後等デイサービスの充実

を図ります。 

①障がい児の放課後支援

の充実 
Ｂ 継続 

障害福祉課 

児童青少年課 

②放課後等デイサービス

の質の向上 
Ｂ 継続 障害福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係るアセスメントシート 

 

 

大目標：適時適切に必要な医療にアクセスするための体制整備・地域で支える医療の強化 

中目標：障害福祉サービスとしての地域移行支援・地域定着支援の支給決定の実績を増やす退院～ 

①地域生活～入院 ②入院中 ③退院～地域生活 

時系列 ① ② ③ 

 

課題 

(6)身体、精神等合併の障害により入院不可の場合有 

 

(2)退院後の生活についての家族側の不安 

(4)各機関の人事異動等による円滑な連携、支援の継続の困難さ 

(5)医療機関や家族から支援機関への繋がりにくさ 

(7)地域移行支援や地域定着支援等の障害福祉サービスについ

て依頼のある医療機関が限られている 

(8)退院間際の退院支援の利用依頼が多い 

(9)病棟看護師が相談支援事業所相談員の存在を知らない 

(1)障害福祉サービスとしての地域移行支援・地域定着支

援の支給決定の実績や対応可能な支援機関が少ない 

(2)退院後の生活についての家族側の不安 

(3)退院後のフォロー・支援体制の充実 

(4)各機関の人事異動等による円滑な連携、支援の継続の

困難さ 

(7)地域移行支援や地域定着支援等の障害福祉サービスに

ついて依頼のある医療機関が限られている 

Ｒ５年度 

実施した取組 
－ － 

・地域移行及び地域定着支援事業の体制づくりとサービ

スの実施【自己評価Ｃ】 

・医療機関のリワーク支援室にて就労セミナーの試行

【自己評価Ｃ】 

 

R５年度 

新たな課題 

－ － 

・地域移行支援については、対象となりえるケースを把握

した時点から、関係各所との速やかな調整が必要性 

・地域定着支援の在り方を検討していく。また、制度の周

知や理解促進を図り、対応事業所の増加に向けての取組

を検討していく。 

・医療機関との連携構築 

R６年度 

実施する取組 
－ 

・地域移行支援事業に関するパンフレットの作成及び周知 

 

・地域移行及び地域定着支援事業の体制づくりとサービ

スの実施 

医療 【総合評価：Ｃ】 

令和 6 年 7 月 31 日(水) 
戸田市障害者施策推進協議会 

資料 2 
 

評価基準 

A：予定以上に取り組めた 

B：予定どおり取り組めた 

C：予定より取り組めていない 

D：取り組めていない 



 

 

 

大目標：メンタルヘルス問題全般の早期発見と介入 

中目標：問題の複合化に関わらず、関係機関と繋がりやすくする 

    ①対象者の早期発見 ②対象者への支援介入 ③関係機関との連携 

構成要素 ① ② ③ 

課題 

(1)問題が複合化しており、関係機関に繋がりにくい 

(2)市の資格職の確保 

(1)問題が複合化しており、関係機関に繋がりにくい 

(2)市の資格職の確保 

(1)問題が複合化しており、関係機関に繋がりにくい 

(2)市の資格職の確保 

Ｒ５年度 

実施した取組 

・ひきこもり支援対策意見交換会議の開催 

・ひきこもり相談担当者勉強会の開催 

・こころの健康講演会の開催 

・おしゃべりサロンの開催 

・とまり木サロン（仮称）の開催 

【自己評価全てＢ】 

こころの不調に関する相談だけでなく、ひきこもり相談も受付

け、電話相談、面接、訪問、同行支援とケースに合わせた支援

を実施した。【自己評価Ｂ】 

適切な専門職につなぐため、会議等に参加をし、顔の見

える関係づくりや、連携ができる環境整備に努めた。 

【自己評価Ｂ】 

R５年度 

新たな課題 

・開催日時や場所の検討 

・開催回数の検討 

・周知方法の検討 

電話での相談が多いが、継続が必要なケースに対しては、継続 

支援ができる体制を整えていく。 
顔の見える関係、ネットワークの構築 

 

R６年度 

実施する取組 

Ｒ5年度の新たな課題を踏まえ、メンタルヘルス問題全

般の早期発見に繋がる事業を実施していく。 

引き続き、電話相談、面接、訪問、同行支援とケースに合わせ

た支援を実施していく。 

会議等を通じ、顔の見える関係づくりや、連携を深め

る。 

  

保健・予防 【総合評価：Ｂ】 

評価基準 

A：予定以上に取り組めた 

B：予定どおり取り組めた 

C：予定より取り組めていない 

D：取り組めていない 



 

 

大目標：地域生活のための必要な障害福祉・介護サービスの確保と利用・連携促進 

中目標：①各制度の目的を理解し、介護保険へスムーズに移行する ②障害者の親の認知症等の相談に応じ、不安を減らす  

③相談支援専門員の数的確保、定着を図る 

構成要素 ① ② ③ 

課題 

(1)各制度の目的（介護サービス：本人に必要な介護、障害福

祉サービス：本人の自立に向けたサービス）が異なり、移

行時のすり合わせが必要であること 

(2)障害福祉サービスと介護認定に応じたサービス量との支

給量・費用負担額の差によるサービス調整 

(3)障害者の親の認知症等の相談の増加 (4)相談支援専門員の数的確保、定着 

Ｒ５年度 

実施した取組 

・小地域ケアマネ会にて障害福祉サービスの勉強会を実施 

【自己評価B】 

・障害から介護へスムーズに移行できるように、必要な知識の

共有、顔の見える関係性作りに努めた。 

【自己評価B】 

・成年後見制度の勉強会開催 【自己評価B】 
・まるっとだネット（地域生活支援拠点）PT開催 

【自己評価B】 

R５年度 

新たな課題 

・法改正など情報の更新や新たな知識習得が必要な場合は、

適時共有できる機会が必要である。 

・親や本人の高齢化が進み、今後ますます介護保険との関り

が増えることが見込まれる。 

・制度理解と活用の促進 

・共有する仕組みがないと、相談員の参加の有無によ

り支援にバラつきが生じる。 

・拠点コーディネーターの配置 

・コーディネーター、行政、他支援機関の役割について共

通認識を作る 

・地域生活支援拠点の事業所登録後に依頼を受けた場合、

どのような動きになるのかイメージがつきにくい。 

 

R６年度 

実施する取組 

社会保障制度の原則である介護保険優先の考え方の下、サー

ビス内容や機能から、障害福祉サービスに相当する介護保険

サービスがある場合は、原則介護保険サービスに係る保険給

付を優先して受けることになる。しかしながら、障害福祉サー

ビスではないと受けられないサービスや介護保険のサービス

量では足りない場合は、申請者の個別の状況に応じ、申請者が

必要としている支援内容を受けられるように、関係機関との

連携を深めていく。 

・成年後見制度における戸田市の中核機関設置のため

準備会を立ち上げる。 
・課題を整理し、まるっとだネットの共通認識を示す。 

  

障害福祉・介護 【総合評価：Ｂ】 

評価基準 

A：予定以上に取り組めた 

B：予定どおり取り組めた 

C：予定より取り組めていない 

D：取り組めていない 



 

 

大目標：地域で暮らすための場（住まい）の確保 

中目標：①生活の場を確保する（精神科退院後等） ②本人の希望と現実の差を埋め、入居へと繋げていく  

③グループホームが満床で入居できないことを減らす 

構成要素 ① ② ③ 

課題 

(1)生活の場の確保（精神科退院後等） 

(6)住宅支援の困難さ（障害者を支援する機関であることを 

伝えるだけで警戒される、精神障害を理由に入居を断

られる等） 

(2)本人の希望と現実の差により入居に繋がらないこと 

(5)住まい確保に向けた支援の流れが不明確 

(3)グループホームが満床 

Ｒ５年度 

実施した取組 
当事者や家族向けのグループホームへの意識付けについ

て、グループホームの説明会の実施 【自己評価C】 

当事者や家族向けのグループホームへの意識付けについて、

グループホームの説明会の実施 【自己評価Ｃ】 

グループホームの空き状況等の調査と共有の仕組みづく 

り 【自己評価Ｃ】 

R５年度 

新たな課題 

対象者、目的、実施状況などを各機関で情報共有し、連携 

した実施などの検討もできるとよい。 

対象者、目的、実施状況などを各機関で情報共有し、連携 

した実施などの検討もできるとよい。 

市外グループホームの空き状況把握については課題があ

るが、住み慣れた地域で安心して暮らしてもらうことを

目的として、まずは市内グループホームの空き状況の共

有から進めていく。 

 

R６年度 

実施する取組 

・市営住宅における障害者等への優遇措置を広げ、住宅支

援を進めていく。 

・地域移行支援事業 

地域移行支援事業 

同意が得られた市内グループホームを対象に、引き続きＨ

Ｐへの市内グループホームの空き状況掲載に向けて進め

ていく。R6年度は具体的な運用方法等について検討し、

戸田市障害者基幹相談支援センターや市が委託している

相談支援事業所と打合せのうえ、実際の運用まで進めてい

きたい。 

  

住まい 【総合評価：Ｃ】 

評価基準 

A：予定以上に取り組めた 

B：予定どおり取り組めた 

C：予定より取り組めていない 

D：取り組めていない 



 

 

大目標：希望や適性を踏まえた社会参加や就労（復職）支援の充実 

中目標：本人のニーズ（活動時間、障害特性にあった活動等）に合う活動場所の確保 

    ①地域活動 ②就労（復職）支援 ③共生社会の推進 

構成要素 ① ② ③ 

課題 

(1)市内の地域活動支援センターの空きが少ないこと 

(2)本人のニーズ（活動時間、障害特性にあった活動等）

に合う活動場所の確保 

(3)参加者の固定化 

(4)ピアサポーターの活躍の場の確保 

(5)ピアサポーターの育成のために時間と経費が必要 

 

(2)本人のニーズ（活動時間、障害特性にあった活動等）に合

う活動場所の確保 

(3)参加者の固定化 

 

 

－ 

※令和４年度に掲げた課題に基づき進捗状況を確認してお

り、掲げられた課題と当該構成要素が合致しない。 

Ｒ５年度 

実施した取組 
・おしゃべりサロンの開催【自己評価Ｂ】 

・とまり木サロン（仮称）の開催【自己評価Ｂ】 

・就労支援連絡会および就労推進部会の開催【自己評価

B】 

・企業情報交換会の実施【自己評価Ａ】 

障がいを理由とする差別のない共生社会づくり条例の制定 

【自己評価B】 

R５年度 

新たな課題 

・開催日時や場所の検討 

・開催回数の検討 

・周知方法の検討 

・就労がすぐに難しい方の日中の居場所の確保 

・講義の内容や会の開催方法について、企業情報交換会で

のアンケートをもとに参加したいと思えるものを目指

す。 

市民や市内業者に対し、条例の策定の目的や内容、共生社会

づくりに関する周知啓発を行い、正しい理解の促進を図るこ

とや、相談体制をよりわかりやすく周知していくことで、社

会参加しやすい環境づくりや、就労（復職）支援を利用しや

すい環境づくりにつなげていくこと。 

R６年度 

実施する取組 

おしゃべりサロンの開催やとまり木サロン（仮称）等の 

開催 

 

・障害者の就労に関する事業 

・就労移行支援及び就労定着支援事業 

・おしゃべりサロンの開催やとまり木サロン（仮称）等と

いった地域活動の場との連携 

障がい及び障がいのある人並びに共生社会に関する理解促

進を図るとともに、障がいによる差別のない共生社会実現の

ための各種施策を実施する。 

 

  

社会参加 【総合評価：Ｂ】 

評価基準 

A：予定以上に取り組めた 

B：予定どおり取り組めた 

C：予定より取り組めていない 

D：取り組めていない 



 

 

大目標：地域住民の精神障害への理解促進 

中目標：①障害児者を抱える家族が精神疾患を患っているケースでの家族の困り感が軽減する支援を行う。  

②当事者や家族等が活動する場を増やし、集まりに参加しやすくする。 ③ 共生社会の推進 

構成要素 ① ② ③ 

課題 

(3)障害児者を抱える家族が精神疾患を患っているケース

での家族の困り感への支援 

(4)出前講座について、身体障害に関する理解促進を主とし

ており、精神障害について深く触れていないこと 

(1)当事者や家族等が活動する場が少なく、集まりに参加し

にくいこと（高齢分野では、町会の集まり、ラジオ体

操、認知症養成サポート講座等交流の場有） 

(2)集まる際の会場の確保 

 

 

 

－ 

※令和４年度に掲げた課題に基づき進捗状況を確認してお

り、掲げられた課題と当該構成要素が合致しない。 

Ｒ５年度 

実施した取組 
親の会の学齢部の方と、講義内容等について聞取りを行い、

講座の実施に向けて調整した。【自己評価C】 
障がい者アート展【自己評価B】 

障がいを理由とする差別のない共生社会づくり条例の制定 

【自己評価B】 

R５年度 

新たな課題 

要望が多岐に渡る等、実施回数や内容の調整が必要となる。

また、精神障害の特性や状況について等のより専門的な内

容については、県や当事者が実施する講義へつないでいく

ことが必要と考える。 

アート展の作品募集に関して、個人にも情報が届くよう、 

きめ細かい周知を行う。また、より来場しやすい場所を検 

討する。 

市民や市内業者に対し、条例の策定の目的や内容、共生社

会づくりに関する周知啓発を行い、正しい理解の促進を図

ることや、相談体制をよりわかりやすく周知していくこと

で、社会参加しやすい環境づくりや、就労（復職）支援を利

用しやすい環境づくりにつなげていくこと。 

 

R６年度 

実施する取組 

Ｒ5 年度の新たな課題を踏まえ、必要とされる講義等を受

講できる場の創出を目指す。 
Ｒ5年度の新たな課題を踏まえ、事業を実施していく。 

障がい及び障がいのある人並びに共生社会に関する理解促

進を図るとともに、障がいによる差別のない共生社会実現

のための各種施策を実施する。 

 

地域の助け合い・教育（普及啓発） 【総合評価：Ｂ】 

評価基準 

A：予定以上に取り組めた 

B：予定どおり取り組めた 

C：予定より取り組めていない 

D：取り組めていない 



   

戸田市地域自立支援協議会について 

 

１ 役割（障害者総合支援法 第八十九条の三） 

関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者等への支援体制に関 

する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の 

実情に応じた体制の整備について協議を行う。 

 

２ 所掌事項（戸田市地域自立支援協議会要綱 第二条） 

(1) 地域の関係者によるネットワークの構築に関すること 

(2) 障害者等の支援に関する協議及び調整に関すること 

(3) 地域の社会資源の開発及び改善に関すること 

(4) 戸田市障害者施策推進協議会への報告及び提案に関すること 

(5) 相談支援を行う者の能力開発に関すること 

(6) 障害者等の権利擁護に関すること 

(7) 相談支援を行う者の中立及び公平性の確保並びに運営、評価及び改善に関すること 

(8) その他前条の目的達成に必要と認められる事項に関すること 

 

３ 協議体系   

  地域自立支援協議会（以下、自立協）では、所掌事項に基づき協議を行っているが、専

門的事項について、調査研究及び検討するため、専門部会を設置している。 

 ・障害者虐待対応部会（１回/年） 

虐待対応、虐待防止に向けた連携・協力体制について協議。自立協代表委員の他、医 

療・司法・就労関係、警察・消防、行政が参加し、情報共有を図っている。 

 ・医療的ケア児者支援部会（２回/年） 

   医療的ケアの必要な障害児者の支援体制について協議。自立協代表委員の他、医療・ 

教育・保育・療育関係、行政が参加し、連携を図っている。 

 ・障害者就労推進部会（１回/年） 

   本市の障害者就労（一般就労、福祉的就労）についての検討及び戸田市企業情報交換

会等の就労に関する情報共有。自立協代表委員の他、教育、就労支援、通所系事業所、

商工会、行政が参加している。 

   また、一般就労に関する制度の動向、雇用促進の取り組み等の情報交換等を行う「就

労支援連絡会」及び日中必要な援助等を受けながら活動をする場の充実、社会体験の

場の拡大、支援や工賃向上の取り組みについて情報交換等を行う「通所事業所連絡会」

といった２つの連絡会があり、こちらについても活動を行っている。 

 

※「戸田市企業情報交換会」は、市内企業の障害者雇用の促進、関係機関や企業同士での連

携の場づくりを目的としたイベント 

※「福祉的就労」は、「一般就労」（企業などへ就職し、雇用契約を結んで働くこと）が難し

い障害のある方が、障害福祉サービスの中で就労の機会を選択しながら働くこと。 

 

令和 6 年 7 月 31 日(水) 

戸田市障害者施策推進協議会 
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４ 令和６年度の活動予定 

 

・地域自立支援協議会   

第 1回 

4 月 18 日（木） 

（１）令和 6年度の議題について 

（２）戸田市障がい者総合計画について 

（３）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築について 

（４）地域福祉課題の報告について 

第 2回 

6 月 21 日（金） 

（１）戸田市障がい者総合計画について 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築について 

（３）地域福祉課題の報告 

予定 

第 3回 

8 月 15 日（木） 

（１）施策推進協議会の報告 

（２）戸田市障がい者総合計画について 

（３）部会等の活動報告 

（４）地域福祉課題の報告 

 

・障害者虐待対応部会 

6 月 7 日（金） （１）障害者虐待発生時の対応について 

（２）令和５年度虐待発生事案の報告について 

（３）その他・情報共有事項 

  

・医療的ケア児者支援部会 

予定 

7 月 29 日（月） 

（１）カリヨンの杜について 

（２）医療的ケア児の保育・教育での受入れ体制 

（３）その他・情報共有事項 

 

・障害者就労推進部会 

予定 

令和７年１月 

（参考）令和５年度の議題 

（１）通所事業所連絡会について 

（２）就労支援連絡会について 

（３）企業情報交換会について 

（４）就労継続支援 B型から就労した事例について 

 

 



 

令和 6 年 7 月 3 1 日 ( 水 ) 

戸田市障害者施策推進協議会 
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心身障害者福祉センター改修事業について 

 心身障害者福祉センターは昭和６１年７月にオープンしてから３８年間に渡り地域の拠点として多くの方々

に利用されてきました。一方で、今後も安全に利用していただけるよう、経年により劣化してきた当施設の

長寿命化を図るために改修を行う必要性があります。 

 そこで、令和６年度から令和７年度にかけて、設計業務を実施します。 

 

〇本事業の目的 

心身障害者福祉センターは建築から３８年が経過しました。施設内部の機能として、もくせい園や図書館

下戸田南分室もあることから、引き続き安全に利用してもらえるよう老朽化した各設備（電気、空調、給排水

設備）等の改修を行い施設の長寿命化を図ります。 

 

〇今後の流れ 

・令和６年度～令和７年度 設計業務 

 

 

 

 

 

 

 

〇心身障害者福祉センター改修事業スケジュール（予定） 

 

 

 

 

 

〇狭いトイレ                              〇空調設備の配管 

 

 

 

 

 

 

【戸田市立心身障害者福祉センター】  
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